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水際対策に関する要望 

 

 
 政府は、本日から入国総数の上限を２万人目途に引き上げるほか、一部の国・
地域からの入国者に対する入国時検査を実施しない等の見直しを行う。また、
６月１０日から外国人観光客の受入れを再開するなど、水際対策を緩和してい
く方針である。 
都としては、オミクロン株の新たな亜系統に対応した独自の変異株ＰＣＲ検

査を開始し、監視体制を強化しているところである。 
国際的な往来の再開が本格化するに当たり、感染再拡大防止と社会経済活動

の両立に向け、国において講じるべき水際対策に関し、下記の事項について要
望する。 

 

記 

 
１ 入国者に対する基本的な感染防止対策等の周知・啓発 

外国人観光客等に安心して東京・日本に滞在していただくとともに、受入
れを行う地域の不安を払拭するため、外国人観光客等に対して民間医療保険
への加入を徹底するとともに、陽性者発生時には、健康観察や疫学調査を受
入責任者の管理の下で実施できる体制を整えること。 
あわせて、場面ごとのマスクの着用など新型コロナウイルス感染症にかか

る基本的な感染防止対策の順守方法や陽性者発生時などの緊急時の対応につ
いて、入国者に対して、入国時に多言語で分かりやすく情報発信及び啓発を
行うこと。 
 

２ 自治体や事業者へのガイドラインの周知等 
観光庁が策定している旅行会社や宿泊事業者等が留意すべき点をまとめた

ガイドラインについて、地方自治体と協議の上、地域の実情を踏まえて、自
治体や事業者に対して早急に示すこと。 

 



 
３ 今後のインバウンドの本格的再開に向けた計画的な取組の実施 

今回の実証事業の結果や分析をもとに外国人観光客受入れの本格的再開に
向け、感染防止対策との両立の下、計画的な取組を進めるとともに、その内
容を自治体にきめ細かく速やかに情報提供すること。 
 

４ 海外における変異株等発生状況に応じた検疫体制の見直し 
海外における変異株等の発生状況や特性について、監視・研究体制を強化

し、科学的知見の速やかな収集・分析を行うこと。また、海外での変異株の
発生状況等に応じて検疫体制を適宜見直すこと。 


